





























































































































































































































タイプ　1 タイプH タイプHI タイプW タイプV
特 1　逸話的 1　多変数 1　小数の変数 1　多変数 1　多変数
2　1つの組織 2　1つの組織 2　多数の組織 2　多数の組織 2　多数の組織
徴 3　非数量的 3　数量的 3　数量的 3　非数量的 3　数量的
Pettigrew Hall Starbuck Starbuck　et．　a1 Haire
代 Mintzberg＆Waters Cyert　et．　a1 Freeman＆Hannan Chandler Hummon　et．　al








・組織変化と発展に対して ・説明力が高い ・変数の経時的変化を追う ・組織行動の重要な側面に ・追試可能
す 十分かつ深い洞察 ・厳密で追試が可能 際に威力を発揮 焦点があわせられる ・一ﾊ性は高い
ぐ ・決定的な変数の抽出と因 ・組織内の機能連関の把握 ・追試可能 ・結論の正しいことを証明 ・多くの変数を扱うのでモ
れ
て 果の推定 が可能 ・ある程度の一般性が得ら するためのかなり詳しい デルの誤った特定化に対
い ・新理論とか仮説の発見の ・モデルの誤った特定化を れる 情報がある してかなり有効




・一ﾊ性にとぼしい ・一ﾊ性にとぼしい ・モデルの誤った特定化の ・サンプルが少ないと一般 ・問題点は研究によって様
・非蓄積的 ・いかなる組織現象も数量 可能性 化は困難 様となる
問 ・追試が困難 的なモデリングが可能だ ・組織内の機能連関の把握 ・データの直感的解釈の危 ・タイプ皿より説明力は劣
・しばしば非分析的である とは限らない が狭い範囲ででしかでき 険 る
題










テーマ 研究　者名 サ　ソ　プ　ル 内　　　　　　　　　　容 分析手　法






Freeman＆Hannan カリフォルニアの805の学 成長区と衰退区では，変数間の関係は対称的であるが， 微分方程式体系としてモデ
管 （1975） 校区 その変化率（この場合管理者数の変化率）は，異なるこ ル化しデータより解のパラ
理 （期間：5年間） とが示された。特に成長区に比ぺて衰退区の方が変化率 メータの推定を行なう。
者 は小（ゆるやか）であった。（資料3－2を見よ）
比 Ford（1980） メリーランドの24の学校区 クロスデータに基づく規模と管理者の関係は，個々の組 管理者の規模弾力性に基づ








Meyer（1972） 1966，1971年における州， 規模は，様々の組織特性（ここでは，水平分化，垂直分 クロス・ラグド　（cross・








（1986） の6業種から2つずつ選 に専門分化）の関係について検討を行ない，特にそれら ンケートおよび面接による
構 択） の関係が経済的環境の成長の程度によって異なることを 遡及的方法によって分析
造
変 （期間：1955年，1965年， 明らかにした。
化
1975年，1985年の時点）
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のコントロールと調整が不可欠である。そう
したコントロールと調整のために組織は水平
的な分化（分業）をしつつ，一方で垂直的な
分化（階層化）を行なっている。こうした構
造分化のあり方は，作業の流れ，情報の流れ，
権限配分のパターン等を左右する最も基本的
なファクターの1つであり，組織行動を理解
する上で組織文化等と並んで極めて重要な変
数ということができる。とくに，規模の増大
とともに構造分化がどうなるか，またどの程
度がのぞましいのかといった問題は，具体的
な組織のしくみを考える上で，また組織政策
上，重要な論点となる。
　［組織変化の構造コントロール・モデ
　ル］（注8）
〔仮定〕
　公式組織は，組織の各要素の変化・発展を
コントロールする構造（特に官僚制）を持つ。
〔変数〕
購門 m躍諜雛してい。部Frの
　　　　　　　　数
管理部門 m讐饗畿門の階醐の
　　　　　　　　平均
　このP，D，　S，　Lは，すべて観察可能な
変数である。
　次に，最適な組織形態をとった場合の上記
変数をP＊，D＊，　S＊，　L＊（これは直接には観
察不能）。
〔モデルの定式化〕
　こうした2種類の変数群によって，構造コ
ントロール過程が定式化されることになる。
　今，Xiを観察値，諮砦を目標値（観察不能）
とすると，その関係は一般的に次のように表
わされる。
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　AXi＝Ci4t（醗一aの　　・…・…・………（1）
ただしAt→時間の増分
　　　C‘→その過程のパラメータであり
　　　　　　Xiの変数の構造コントロー
　　　　　　ルに対する感応係数を意味す
　　　　　　る。
　さてコントロール過程を特定化するため
に，コントロール変数である礎を決める関
係を記述しておく必要がある。（（2）を見よ）
P＊＝　　ai2D＋a13S＋伽五＋ゐ1
1）＊＝α21P＋　＋a23S＋a24五＋ゐ2…（2）
S＊＝a31P＋α321）　　＋a34五＋∂3
L＊＝a41P＋a42Z）＋α43S　　＋∂4
※　組織構造の発展は組織のすべての要素が他
　　のすべての要素の変化に対して影響をもた
　　らすという意味で1つの有機的なプロセス
　　である。
　なお上式には，それぞれの観察可能値を含
んでいないがこれは，ある時点での他の変数
の値を所与とした時，rfは，そうした変数
と適合的であるべきであることを含意してい
る。すなわち例えば，P＊は実現値Pによっ
ては決定されないことを意味する。
　さて，②を（1）の形に書きあらためると，以
下のようになる。
∠P／dt＝－01P十〇1α121）十Cla13S
　　　　十〇1伽L十Clbl
AD／At＝62α21P－021）＋C2a23S
　　　　十c2a24L十62う2・・……・……（3）
∠S／At＝63α31P＋C3a32D－63S
　　　　十C3a34L十C3b3
∠L／nt　・C4a41P＋C4a421）＋C4a43S
　　　　－04五十〇4ろ4
　（3）は，線型の連立微分方程式となり行列で
表現すると以下のようになる。
組織の経時的分析（内野）
X＝QX十r・”・。・i－・・。韓・…　。・・・・・・・・・…　。・（4）
L→dX（t）／dt（＝時間についての各変
　　数の変化率のベクター）
この解は，
　X＝＝eQtXo十（eQt－1）（｝－1r　　。・・・・・・・・…　（5）
となる。
　　※　Xoは初期条件のベクター
　ここで，Q＝eQt，ア＝（eet－1）Q－lrとおく
と（5＞は次のように書きかえられる。
　　X＝＝（？Xo十7　　・・・・…　。・・。・・・…　。。。・・・・…　。・・（6）
　これが基本的な推定式である（＋を既知と
して）。
　もし，2時点間のデータがあれば，Qと7
は推定できることになる。そしてその推定値
をもとにQとrが計算できる。
　なお，その導出過程は次の通りである。
　※　Qとrの推定
　　Qが異なった固有値をもつと仮定すると
　　　V－iQV：＝A（Qの固有値からなる対角
　　　　　　　　行列）
　　となるようなyが存在する。ただしYは
　　その列がQの固有ベクターからなる行列
　　である。
　　するとQは，
　　　Q＝VA　V”i
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とあらわされる。tをかけて
　Qt＝V〔λit〕y噂1
それは
eQt　＝v〔e2it〕γ一1
となる。
ここでQについても同様に
　Q＝ア〔2i〕アー1
Q＝＝eGtなので
V＿V，、at・＿i‘→1・92i＿2菖
　　　　　　　　　　　t
　ろは構造式より推定され，ゐがもとめ
られる。
　したがって，Q，7の推定値がわかれ
ぽ，Q，　rは以下の関係からもとめるこ
とができる。
Q－v
m。撃1脚
r＝Q（Q－1）－17　　　　　　（以上）
　またQとrの値がわかれば，前述した構造
コントロール体系のパラメータであるCi，僻
とb，は，容易に導きだされることになる。
　こうしたパラメータを知ることによって組
織システムのダイナミックな動きをつかむこ
とができよう。
　特にここでの関心はQの固有値である。
　今それをみとするとそれは，システムの時
間定数とよばれ，その値如何で，そのシステ
ムが安定的であるかどうかが決まってくるこ
とになる。
　もし，すべてのゐの実数部分が正であれ
ば，そのシステムは不安定であり，際限な
く増大し，λiが非0の虚数部をもつと振動す
る。一方，2tの実数部が負であるならばその
システムは安定的となる。
　その数式上の展開を示すと，以下のように
なる。
　今，Q＝　VA　V－i，　eQt　＝＝　V¢　V」1とすると
　d。刈
　　　AはQの固有値万から成る対角
　　　行列である。
（6）式は，（非同次部分は無視）
X，　・＝　Vφ　V－ix，－dt
となる。
　ここで，新しいベクターYをY＝・　V－1X
と定義する。（ただし，VはQの固有ベクタ
ー行列）
今，x＝VY→x＝γ｝7
（4）の同次部分は才＝QXであるので
VY－・　QX－・（QVY＝　VA　V一i　VY＝＝　VA　Y
となる。
　ゆえに
y’＝ノ正y　…　。・・。・・・・・・・・・・・・…　。・・。。・。・・・…　。（7）
Y，＝¢Y，－dt
となる。
　例えば，みの実数部が正であれば，対応す
るyiは指数的に増大する。またXはYの
線型関数なのでXも際限なく増大し，そう
したシステムは不安定となる。
　観察可能なデータによって，この組織シス
テムが安定的であるかどうか，また変数間の
関係が明らかにされる。最後にデータを用い
た推定とその結果について簡単にふれておこ
う。
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　［データによる推定およびその結果］
　彼らはMeyer［1972］のパネル・データを
用いた推定を行なっているがその結論だけを
記すと以下のようになる。なお図1に特に
主要な影響関係を示してあるので参照された
い。
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　1．各変数それ自身の負のフィードバック
　　（一種の慣性な）が存在する（システム
　　の安定）。
　2．　この負のフィードバックは組織の分化
　　（D，L）においては，もっと大きな影
　　響力をもつ。
　3．分化の変数（D，L）は規模の変数
　　（P，S）の変化率に対して正の効果を
　　もつ。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　4．（分化）D→Lの変化率，（規模）P→
　　Sの変化率一であることもわかった。ま
　　た図1からもわかるように，1）を起点に
　　して逐次的（r㏄ursive）である。
　以上からも明らかなごとく，変数間の関係
は一方的な関係を想定していたブラウ・モデ
ルよりはるかに複雑であることが理解されよ
う。
組織の経時的分析（内野）
　　　　　　　　　　　　　strative　Ratios　and　Organization　Size：A
〔注〕
（注1）　例えばPugh［1968］，　Pugh［1969］等
　　　　　をみよ。
（注2）　ローレソス＆ローシュ［1977］等。
（注3）例えIX　Chandler［1967］，稲葉［1979］，
　　　　　加護野［1988］，内野［1984］等をみよ。
（注4）例えばTsouderos［1955］，　Haire［1959］，
　　　　　Coleman［1968］，マルクス［1983］等をみ
　　　　　よ。
（注5）以下は，特に，Kimberly［1976］によ
　　　　　る。
（注6）　筆者による組織学会報告［1984］於中央
　　　　　大学。
（注7）　この表は，Miller＆Friesen［1982］の
　　　　　表に若干の加筆修正をしたものである。
（注8）　Hummon，　Doreian＆Teuter［1975］
　　　　　をみよ。
（注9）　出所：同上，p821。
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